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入 札 説 明 書 

 

 令和７年６月６日に公告した岡山県立学校及び教育機関で使用する電気の調達に係る一

般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 入札に参加する者は、下記事項を熟知の上入札しなければならない。この場合において、

当該仕様等について疑義がある場合は、下記３に掲げる者に対して、仕様書等に対する質

問・回答書（様式第４号）により、令和７年７月２日まで説明を求めることができる。 

 ただし、入札後に仕様等についての不知又は不明を理由として異議を申し立てることは

できない。 

 

１ 入札に付する事項 

 (1) 公告番号 第２６０号 

 (2) 購入等件名 

      岡山県立学校及び教育機関で使用する電気の調達 

 (3) 仕様等 

    別添１の仕様書のとおり 

 (4) 納入期間 

      令和７年 10 月 1 日から令和８年９月 30 日まで 

（ただし、翌年度において、歳入歳出予算の金額に減額又は削除があった場合は、

この契約は解除する。） 

 (5) 納入場所 

   別添２仕様付属書のとおり 

 (6) 予定数量 

   納入期間における使用予定電力量 26,597,122kWh 

 

２ 入札に参加できる者の資格 

  入札の公告日から落札者が決定する日までの間、次の要件の全てを満たすこと。 

  (1) 令和７年度において県が発注する物品の調達契約であって地方公共団体の物品等又

は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第 372 号）の規定が適用さ

れる契約に係る競争入札に参加する者に必要な資格（令和７年岡山県告示第 197 号

（物品の売買、修理等の調達契約に係る競争入札の参加資格、資格審査の申請手続等。

以下「資格告示」という。）に定める資格をいう。）を得ている者で、格付区分がＡ

又はＢであるものであること。 

 (2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当する

者でないこと。 

 (3) この公告の日から落札者が決定する日までの間において、岡山県物品の売買、修理

等及び役務の提供の契約に係る入札参加資格者の資格審査要領（平成 19 年岡山県告

示第 332 号）の規定による入札参加の停止の措置を物品の売買、修理等に関して受け

ている者でないこと。 

 (4) この公告の日から落札者が決定する日までの間において、岡山県物品の売買、修理

等及び役務の提供の契約に係る入札参加除外等要領に基づく入札参加除外の措置を

物品の売買、修理等に関して受けている者でないこと。 
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 (5) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

ない者又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てが

なされていない者（再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受けている者を除

く。）であること。ただし、更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けてい

る者は、その申立てがなされていない者とみなす。 

 (6) 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第２条の２の規定により小売電気事業の登録

を受けている者であること。 

 (7) 二酸化炭素排出係数（調整後排出係数（地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ

き環境大臣及び経済産業大臣が公表したもの又は各電気事業者がその環境報告書で

公表したもの）適用）、未利用エネルギーの活用及び再生可能エネルギーの導入に関

し、別添５に示す入札参加条件を満たしている者であること。 

(8) 岡山県建設工事等暴力団対策会議運営要領に基づく指名除外の措置を受けている 

  者でないこと。 

 

３ 調達契約に関する事務を担当する課の名称 

      〒700－8570 岡山市北区内山下二丁目４番６号 

      岡山県教育庁財務課財務班 

      電 話 （086）226－7572（直通） 

      ＦＡＸ （086）221－8041 

 

４ 入札参加申出手続 

  この入札に参加を希望する者は、次の書類を提出しなければならない。提出期限まで

にこれらの書類を提出しない者又は開札の時において入札参加資格がないと認められた

者は、入札に参加することができない。 

  ①一般競争入札参加資格確認申請書（様式第１号） 

 ②入札参加資格確認資料 

   ア 電気事業法第２条の２の規定による小売電気事業の登録を受けていることを証

する書類 

   イ 環境配慮条件に関する点数等報告書（様式第５号） 

 (1) 提出期間 令和７年６月６（金）から同年７月７日（月）まで（岡山県の休日を定

める条例（平成元年岡山県条例第２号）第１条第１項に規定する県の休

日（以下「休日」という。）を除く。）の午前９時から午後５時まで 

 (2) 提出場所 上記３の場所 

 (3) 提出方法 郵便又は信書便による送付（以下「郵送等」という。）によるものとす

る。（書留郵便その他これに準じる方法によるものに限る。） 

 (4) その他 

  ア 提出された書類については、岡山県教育庁財務課において審査するものとし、上

記２に示す入札参加資格に適合していないと判断された者に対しては、その旨を通

知する。この通知を受けた者は、この入札に参加することができない。 

    イ 入札参加資格がない旨の通知を受け取った者は、当該通知を受け取った日の翌日

から起算して７日以内に、上記３にＦＡＸをする方法により、入札参加資格がない

とされた理由の説明を求める書面を提出することができる。 
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５ 入札に関する事項 

 (1) 入札書等の提出方法 

  ア 入札書は、下記５(2)に示す方法により郵送等により提出すること。なお、電話、

電報、ＦＡＸ、電子メールその他の方法による入札は認めない。 

  イ 入札書は、入札付属書（様式第２－２号、全ての様式第２－３号）とあわせて封

かんの上、封被に入札者の法人名及び「岡山県立学校及び教育機関で使用する電気

の調達に係る入札書在中」と記載して提出すること。 

  ウ 二重封筒とし、中封筒は上記５(1)イにより作成し、委任状（様式第３号）を提出

する場合は当該委任状とあわせて、入札書在中の旨を朱書きした外封筒に封入の上、

提出しなければならない。 

  エ 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 

 (2) 入札書提出期限及び提出場所 

  ア 提出期限 

    令和７年７月２２日（火）午後５時到着分まで 

  イ 提出場所 

    上記３の場所 

(3) 開札の日時及び場所 

   令和７年７月２３日（水）午前１０時 

   岡山市北区内山下二丁目４番６号 

      岡山県教育庁財務課 

(4) 入札書の記載方法 

ア 入札書は、様式第２－１号によること。 

イ 入札書に記載する金額は、入札付属書(様式第２－２号)に記載した施設ごとの参

考金額の全施設分の１箇年の予定総額（以下「総価」という。）と一致すること。 

ただし、下記５(4)オの該当がある場合はこの限りでない。 

 (5) 入札付属書の記載方法 

    ア 入札付属書は、様式第２－２号、様式第２－３号によること。なお、当該様式に

よっては積算の内容を明確に示すことができない場合には、任意様式に積算の内訳

を記載して、入札書とともに提出すること。（任意様式は、様式第２－２号、様式

第２－３号の各項目に準ずること。） 

  イ 入札付属書に記載する参考金額は、入札者が消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）

第９条第１項に規定する課税事業者であるか免税事業者であるかにかかわらず、見

積もった年間合計金額の 110 分の 100 に相当する金額とすること。 

  ウ 基本料金、電力量料金ごとの月額については、それぞれ小数点以下第３位を四捨

五入する。基本料金及び電力量料金の合計金額（月額）に、円位未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てし、また、参考金額に、円位未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てした金額を記載すること。 

  エ 電力量料金は、燃料費等調整額、市場価格調整単価及び再生可能エネルギー発電

促進賦課金を含まない金額とする。 

オ 割引制度がある場合は，(3)イにある総価から割引相当額を差し引いて入札書に 

記載すること。なお，当該割引相当額については，任意様式により割引額及びその

内訳を入札書及び入札付属書と併せて提出すること。 
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６ 入札保証金 

  岡山県財務規則（昭和 61 年岡山県規則第８号）第 131 条及び第 133 条の規定による。 

７ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

  (1) 上記２の入札に参加できる者の資格のない者がした入札 

  (2) 入札公告等において示した入札書の提出場所及び日時に到達しなかった入札 

  (3) 申請書類等に虚偽の記載をした者のした入札 

  (4) 岡山県財務規則第 140 条各号に掲げる入札 

(5) その他入札の条件に反した入札 

 

８ 落札者の決定方法 

 (1) 有効な入札書を提出した者であって、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て申込みをした者を契約の相手方とする。 

 (2) 落札となるべき同価の入札をした者が二人以上あるときは、入札執行事務に関係の

ない職員に、これに代わってくじを引かせ落札者を決定するものとする。 

 (3) 開札の結果、落札となるべき価格の入札がないときは、別途再入札等の日時等を定

めるものとする。 

 (4) 落札者が、指定の期日までに契約書の取り交わしをしないときは、落札の決定を取 

  り消すものとする。 

 

９ 入札に対する質問の受付 

 (1) この入札説明書、仕様書等に関する質問がある場合は、次に従い「仕様書等に対す

る質問・回答書」（様式第４号）により提出すること。 

  ア 提出期間 

    令和７年６月６日（金）から同年７月２日（水）まで（休日を除く。）の午前９

時から午後５時まで 

  イ 提出方法  

    電子メールによる。なお、メールの送付にあたっては、事前に岡山県教育庁財務

課財務班に電話連絡を行うこと。 

  ウ 提出先 

    zaimu@pref.okayama.lg.jp 

 (2) (1)の質問に対する回答は、個別に回答するとともに、岡山県教育庁財務課のホーム

ページに掲載する。 

 

10 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

 

11 契約書の作成 

  契約書を作成する。なお、契約に当たっては、入札付属書（様式第２－３号）に記載

された施設ごとの基本料金単価及び電力量料金単価をもって当該施設に係る契約単価と

し、再生可能エネルギー発電促進賦課金は、各施設を管轄する一般送配電事業者が定め

る供給条件等によるものとする。（条項については、別添６を参照すること。） 
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12 契約保証金 

  岡山県財務規則第 153 条及び第 155 条の規定による。 

 

13 入札結果の公表 

  入札者全員の商号又は名称及び入札価格（総価）、及び落札業者の商号又は名称及び

落札金額（総価に消費税及び地方消費税の額を加えた額（円位未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた金額））は、岡山県教育庁財務課のホームページで公表するもの

とする。 

 

14 誓約書等の提出 

  落札者は、契約を締結しようとするときは、暴力団の排除に係る誓約書（別添７）を

提出しなければならない。 

  なお、この誓約書を提出しないときは、当該契約の締結を拒んだものとみなすので留

意すること。 

 

◎添付資料 

 別添１ 仕様書 

 別添２ 仕様付属書 

 別添３ 令和６年度電力使用実績（使用電力量、最大需要電力、契約電力） 

 別添４ 蓄熱電力量等実績 

 別添５ 二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件 

 別添６ 契約書（案） 

 別添７ 誓約書 


